UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲 ／第19号の3の3
複合5GHz帯小電力データ通信システム 

	試験項目
	技術基準等

	割当周波数または指定周波数
[電波法施行規則 第六条4項四]
	5,210MHz又は5,290MHzの周波数及び5,530MHz又は5,610MHzの周波数 (屋内その他電波の遮蔽効果が屋内と同等の場所　告示第139号(車両内、船舶内、航空機内))

	チャンネルの数 

	4

	変調方式
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	OFDM 

	周波数の偏差 （×10-6）
[無線設備規則 別表一の8]
	20


	占有周波数帯幅の許容値
[無線設備規則 別表二 第30]
	38MHzを超え78MHz以下

	スプリアス発射の強度の許容値
[無線設備規則第七条]
	5,210MHz、 5,290MHz 

＜5,020MHz

2.5μW/MHz以下

＞5,480MHz

2.5μW/MHz以下

5,530MHz、　5,610MHz 

＜5,340MHz

2.5μW/MHz以下

＞5,800MHz

2.5μW/MHz以下

但し同時に動作している時は、以下のみを考慮する
＜5,020MHz

2.5μW/MHz以下

＞5,800MHz

2.5μW/MHz以下


	空中線電力

指定値 [無線設備規則 第四十九条の二十]
偏 差 [無線設備規則 第十四条1項表]
	指定値
　： 1.25mW/MHz以下(平均電力)
偏 差：

＋20％　　－80％　(5,210MHz、5,290MHz)

＋50％　　－50％　(5,530MHz、5,610MHz)

	等価等方輻射電力
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	① 

5,210MHzを利用するもの　1.25mW/MHz以下
② 

5,290MHz、5,530MHz、5,610MHzを利用するもの　：　1.25mW/MHz以下
a) 

通信系における平均の空中線電力を3dB低下させる機能を具備しない場合
⇒　0.625mW/MHz以下


	隣接チャンネル漏洩電力
および帯域外漏洩電力の許容値
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	【隣接チャンネル漏洩電力】

80 MHz離れた±39MHzの帯域内　⇒ 平均電力が25dB以上低い値

【帯域外漏洩電力】
(等価等方輻射電力) 別表 1、2

	副次的に発する電波等の限度
[無線設備規則 第二十四条]
	＜1GHz　　 4nW以下
≧1GHz　 20nW以下　　　


	混信防止機能
[無線設備規則 第九条の四、八]
	識別符号を自動的に送信または受信する機能を有する こと


	キャリアセンス機能　①
[平成19年 総務省告示48号]
	100mV/mを超える場合に電波の発射を行わないこと。キャリアセンスを行った後、送信を開始する。ただし、他の無線設備から制御されている場合および送信を行った無線設備がキャリアセンス約4m秒以内 に送信を再開する場合には、キャリアセンスは不要


	キャリアセンス機能　②
[平成19年 総務省告示48号]
	別表3、4参照


	送信バースト長
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	4ms以下


	信号伝送速度
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	160Mbit/sec以上

	その他
[証明規則 別表第2号]
	5,210MHz又は5,290MHzを使用するものは屋内使用の明示(電磁表示可能)
親局、子局の識別、 TPCの有無の記載(5,290MHz)
イ．空中線を除く、高周波部および変調部は容易に開けることができないこと
ロ．通信方式は、単向通信方式、単信方式、半複信方式又は複信方式であること
リ．直交周波数分割多重方式は、1MHzの帯域幅当たりの搬送波の数が1以上であること
ヌ．スペクトル拡散方式は、次のいずれかであること。

（１）　直接拡散方式であって、その拡散率が五以上となるものであること。

（２）　直接拡散方式であって、変調方式が変調信号の送信速度に等しい周波数の五倍以上の周波数帯域幅にわたって掃引する信号を変調信号の送信の周期ごとに乗算させるものであること
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	【別表1】
	帯域外漏洩電力の技術基準 （5,210MHz及び5,530MHz又は5,610MHz）


	周波数帯 

	5210MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力 


	5,020MHz　～　5,134.8MHz 

	75.2MHz　≦　ｆ　≦　190MHz 

	2.5μW/MHz以下 


	5,134.8MHz　～　5,150MHz 

	60MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz 

	12.5μW/MHz以下 


	5,250MHz　～　5,251MHz
	40MHz　≦　ｆ　＜　41MHz
	10-(f-40)+log(1/8)mW/MHz 以下


	5,251MHz　～　5,285.2MHz
	41MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz
	10-(8/390)(f-41)-1+log(1/8)mW/MHz 以下


	5,285.2MHz　～　5,370MHz
	75.2MHz　≦　ｆ　＜　160MHz
	2.5μW/MHz以下

	周波数帯 

	5530MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力 


	5,370MHz　～ 5,454.8MHz 

	75.2MHz　≦　ｆ　≦　160MHz 

	2.5μW/MHz以下 


	5,454.8MHz　～　5,470MHz
	60MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz
	15μW/MHz以下

	周波数帯

	5610MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力


	5,725MHz　～　5,800MHz
	115MHz　≦　ｆ　≦　190MHz
	15μW/MHz以下


	


	【別表2】
	帯域外漏洩電力の技術基準 （5,290MHz及び5,530MHz又は5,610MHz）


	周波数帯 

	5290MHzからの差の周波数　ｆ （MHz） 

	等価等方輻射電力 


	5,020MHz　～　5,214.8MHz 

	75.2MHz　≦　ｆ　≦　270MHz 

	2.5μW/MHz以下 


	5,214.8MHz　～　5,249MHz 

	41MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz 

	10-(8/390)(f-41)-1+log(1/8)mW/MHz 以下


	5,249MHz　～　5,250MHz
	40MHz　≦　ｆ　＜　41MHz
	10-(f-40)+log(1/8)mW/MHz 以下


	5,350MHz　～　5,365.2MHz
	60MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz
	15μW/MHz以下


	5,365.2MHz　～　5,410MHz
	75.2MHz　≦　ｆ　＜　120MHz
	2.5μW/MHz以下


	周波数帯 

	5530MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力 


	5,410MHz　～ 5,454.8MHz 

	75.2MHz　≦　ｆ　≦　120MHz 

	2.5μW/MHz以下 


	5,454.8MHz　～　5,470MHz
	60MHz　≦　ｆ　＜　75.2MHz
	15μW/MHz以下


	周波数帯

	5610MHzからの差の周波数　ｆ （MHz）

	等価等方輻射電力


	5,725MHz　～　5,800MHz
	115MHz　≦　ｆ　≦　190MHz
	15μW/MHz以下



	




	【別表3】
	動的周波数選択（DFS）機能の技術基準


	屋内において5,290MHzの周波数の電波を使用する無線設備 

下記の条件において、送信しているチャンネルの占有周波数帯域幅内におけるレーダーが送信する電波の有無について、連続的に確認を行い、当該電波を60％ 以上の確率で検出すること。 


	(1) 
	送信速度

	
	送信する情報の種類により送信パケットの大きさが変動するIPパケット伝送に基づく送信を行う無線設備は、 親局から子局に対し、誤り訂正および制御信号を含めない信号伝送速度で、無線設備の最大伝送速度の50％の伝送を行うこと。

	
	

	(2) 
	レーダー波のパルス幅、繰返し周波数および連続するパルス数

	
	パルス幅（μs）

繰返し周波数（Hz）

連続するパルス数

1.0

700

18

2.5

260

18



	
	

	(3) 
	受験機器の空中線入力（0dBiの空中線で受信する1μs当たりの平均電力）

	
	無線設備の最大等価等方輻射電力

空中線で受信する電力（閾値）

0.2W未満

－62dBm以上

0.2W以上 

－64dBm以上



	
	


	(4)
	利用可能チャンネル確認をすることなく、送信は不可

	(5)
	レーダーを検出した場合、30分間送信不可

	(6)
	運用中にレーダーを検出した場合、10秒以内に送信を停止、かつ送信時間は260msecを超えないこと


	【別表4】
	動的周波数選択（DFS）機能の技術基準 

	(1)

5,530MHz又は5,610MHzの周波数の電波を使用する無線設備

下記の条件において、送信しているチャンネルの占有周波数帯域幅内におけるレーダーが送信する電波 の有無について、連続的に確認を行い、当該電波を60％以上の確率で検出すること。 

①

変調方式がパルス変調のうち無変調パルス列のレーダーが送信する電波および当該電波の検出確率

種別 

パルス幅（μs） 

繰返し周波数（Hz） 

連続するパルス数 

検出確率 

1

0.5

720

18

60％以上 

2

1.0

700

18

60％以上 

3

2.0

250

18

60％以上 

4

1μs以上5μs以下の幅のうち1μsまたは
1μsに1μsの整数倍を加えた幅 

4,347Hz以上6,667Hz以下の
間の任意の1つの周波数 

23以上29以下の
任意の1つの整数 

60％以上 

5

6μs以上10μs以下の幅のうち
6μsまたは6μsにμsの整数倍を加えた幅 

2,000Hz以上5,000Hz以下の
任意の1つの周波数 

16以上18以下の
任意の1つの整数 

60％以上 

6

11μs以上20μs以下の幅のうち
11μsまたは11μsに1μsの整数倍を加えた幅 

2,000Hz以上5,000Hz以下の
任意の1つの周波数 

12以上16以下の
任意の1つの整数 

60％以上 

※ 注1 

検出確率は、親局の無線設備(接続方式がキャリアセンス多元接続方式のも のに限る)から子局の無線設備に対して、誤り訂正および制御信号を含めない信号伝送速度で、親局の無線設備の最大信号伝送速度の17％の伝送を行う場合の ものをいう。

※ 注2

レーダーが送信する電波の種別ごとの検出確率の平均値は、80％以上でなければならない。




	②
	変調方式がパルス変調のうち変調パルス列(パルスの期間中に搬送波を線形周波数変調するものに限る)のレーダーが送信する電波および当該電波の検出確率


	　種別
	パルス幅（μs）
	繰返 し周波数（Hz）
	連続 するパルス数
	検出 確率

	1
	50μs以上100μs以下の幅のうち50μsまたは50μsに1μsの整数倍を加えた幅 
	500Hz 以上1,000Hz以下の
任意の1つの周波数 
	1以 上3以下の
任意の 1つの整数 
	80％ 以上 


	※ 注1 

	検出確率は、親局の無線設備(接続方式がキャリアセンス多元接続方式 のものに限る)から子局の無線設備に対して、誤り訂正および制御信号を含めない信号伝送速度で、親局の無線設備の最大信号伝送速度の17％の伝送を行う場 合のものをいう。


	※ 注2

	連続するパルスの数の1つのまとまり(以下「バースト」という)は、12秒間に発射されるもの とする。


	※ 注3

	パルス期間中に線形周波数変調を行うための周波数の偏移幅(以下「チャープ幅」という)は、 5MHz以上20MHz以下の周波数幅のうち5MHzまたは5MHzに1MHzの整数倍を加えた周波数幅とする。この場合において、チャープ幅は、バース トごとに任意とし、同一バースト内のチャープ幅は等しいものとする。


	※ 注4

	バースト数は、8以上20以下の任意の整数とし、バースト間隔は、12秒間をバースト数で除した時間とする。


	※ 注5

	1つのバースト内で複数のパルスがある場合、そのパルス幅は等しいものとする。


	※ 注6

	1つのバースト内で複数のパルスがある場合、その繰り返し周波数は、1つのパルスの繰り返し周波数と当該パルスの次の1つのパルスの繰り返し周波数との間で関連性を有してはならないものとする。



	


	③

	変調方式がパルス変調のうち周波数ホッピング方式のレーダーが送信する電波および当該の電波の検出確率


	種別

	パルス幅(μs)

	繰返し周波数（Hz）

	1のバースト内におけるパルス数

	検出確率


	1

	1

	3,000

	9

	70％以上 



	※ 注1 

検出確率は、親局の無線設備(接続方式がキャリアセンス多元接続 方式のものに限る)から子局の無線設備に対して、誤り訂正および制御信号を含めない信号伝送速度で、親局の無線設備の最大信号伝送速度の17％の伝送を行う場合のものをいう。

※ 注2

この表において「バースト」とは、連続するパルスの数の1つのまとまりとする。

※ 注3

周波数ホッピングにおける周波数(以下「ホッピング周波数」という)は5,250MHzから5,724MHzまでの周波数のうち、5,250MHzまたは5,250MHzに1MHzの整数倍を加えた周波数のうち任意の周波数とする。

※ 注4

ホッピング周波数の切替間隔は、3m秒とし、全てのホッピング周波数の切替間隔の合計は 300m秒とする。

※ 注5

バースト間隔は、3m秒とする。

(2)

受験機器の空中線入力（0dBiの空中線で受信する1μs当たりの平均電 力）



	無線設備の最大等価等方輻射電力 

空中線で受信するレーダー波送信期間中の 
平均電力（閾値） 

0.2W未満 

－62dBm以上 

0.2W以上 

－64dBm以上 

(3)

利用可能チャンネル確認をすることなく、送信は不可 

(4)

レーダーを検出した場合、30分間送信不可

(5)

運用中にレーダーを検出した場合、10秒以内に送信を停止、かつ送信時間は260m秒を超えないこと




